
鹿屋市告示第 344 号

  鹿屋市集落営農組織等支援事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次

のように定めた。

鹿屋市長　　郷　原　　拓　男

決 裁

令 和 8 年 7 月 3 日

令 和 8 年 7 月 3 日



鹿屋市集落営農組織等支援事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱 

鹿屋市集落営農組織等支援事業補助金交付要綱（令和６年鹿屋市告示第130号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第３号イ及びウを次のように改める。 

イ 集落営農組織等の取組予定概要及び設立までのスケジュール 

ウ 予定構成員名簿（参加予定者を含む。） 

第３条第３号エ及びオを削る。 

第４条中「第１号及び第２号」を削る。 

第５条に次の１号を加える。 

(3) 集落営農組織等組織化支援補助金に係る提出書類 

ア 鹿屋市集落営農組織等支援事業（集落営農組織等組織化支援補助金）補助

金実績報告書（別記第８号様式） 

イ 登記事項証明書の写し又は設立総会議事録若しくは設立を証する書類の写

し 

ウ 定款及び規約の写し 

エ 構成員名簿 

オ 集落営農名義の通帳の写し 

第７条を削る。 

第８条中「前２条」を「前条」に改め、同条を第７条とし、第９条を第８条とす

る。 

別表中「別表」を「別表（第２条関係）」に改め、同表集落営農組織等組織化支

援補助金の項補助対象者の欄中「立ち上げた」を「立ち上げようとする」に、同項

補助金の額の欄中「20万円」を「30万円」に改める。 

別記第４号様式を次のように改める。 



第４号様式（第３条関係） 

年  月  日  

 鹿屋市長       様 

 

               申請者 組織名      

                   所 在    

                   代表名              

 

鹿屋市集落営農組織等支援事業（集落営農組織等組織化支援補助金） 

補助金交付申請書 

 

 鹿屋市集落営農組織等支援事業（集落営農組織等組織化支援補助金）補助金の交

付を受けたいので、鹿屋市集落営農組織等支援事業補助金交付要綱第３条の規定に

より関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 組織化年月日 

 

２ 構成員数 

 

３ 経営面積 

 

４ 添付書類 

(1) 集落営農組織等の取組予定概要及び設立までのスケジュール 

(2) 予定構成員名簿（参加予定者を含む。） 



別記第８号様式及び別記第９号様式を次のように改める。 

 

 

 

  

 

 



第８号様式（第５条関係） 

年  月  日  

鹿屋市長       様 

 

               申請者 組織名      

                   所 在    

                   代表名              

 

鹿屋市集落営農組織等支援事業（集落営農組織等組織化支援補助金） 

補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け  第  号で交付決定のあった鹿屋市集落営農組

織等支援事業（集落営農組織等組織化支援補助金）を実施したので、鹿屋市集落営

農組織等支援事業補助金交付要綱第５条の規定により関係書類を添えて実績報告し

ます。 

 

記 

 

１ 組織化年月日 

 

２ 構成員数 

 

３ 経営面積 

 

４ 添付書類 

 (1) 登記事項証明書の写し又は設立総会議事録若しくは設立を証する書類の写し 

 (2) 定款及び規約の写し 

 (3) 構成員名簿 

 (4) 集落営農名義の通帳の写し 



第９号様式（第７条関係） 

請 求 書 

 

 

 金         円 

 

 ただし、    年  月  日付け  第  号の鹿屋市集落営農組織等支援

事業補助金交付確定通知書に基づく    年度鹿屋市集落営農組織等支援事業補

助金について上記のとおり請求します。 

 

 

     年  月  日 

 

                     住 所 

                     氏 名           印 

 

 鹿屋市長       様 

 

口座振替申請書   ※口座振替による受領を選択された場合は必ず記入して

ください。 

下記の口座に振り込んでください。 

金融機関名 銀行・信金・信組・農協・漁協・労金 

支 店 名           支店 

口座区分 
 １ 普通  ２ 当座  ３その他

（       ） 

口座番号  

口座名義人  
 



附 則 

この要綱は、令和８年７月３日から施行する。 


